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令和７年度 山都町水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度山都町の水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数 ５，１００ 戸 

（２）年間給水量 １，０８０，０００ ㎥ 

（３）一日平均給水量 ２，９５８ ㎥ 

（４）主要な建設改良事業     水道施設等更新工事 ２１３，０００ 千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収    入 

第１款 水道事業収益 ３９４，５４０ 千円 

第１項 営業収益 ２０３，１２４ 千円 

第２項 営業外収益 １９１，４１４ 千円 

第３項 特別利益 ２ 千円 

 

支    出 

第１款 水道事業費用 ３８６，６０５ 千円 

第１項 営業費用 ３６０，５０４ 千円 

第２項 営業外費用 ２１，９００ 千円 

第３項 特別損失 １０１ 千円 

第４項 予備費 ４，１００ 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２２５，

４９４千円は、当年度分損益勘定留保資金、過年度分損益勘定留保資金、消費税及び地方消費税資本的収支調整額

及び建設改良積立金で補てんするものとする。）。 

 

収    入 

第１款 資本的収入 ２８６，１０２ 千円 

第１項 企業債 １１５，０００ 千円 

第２項 出資金 ９５，５９５ 千円 

第３項 負担金 ６，７９１ 千円 

第４項 国庫（県）補助金 ６８，７１６ 千円 

  

 

支    出 

第１款 資本的支出 ５１１，５９６ 千円 

第１項 建設改良費 ３２２，６６５ 千円 

第２項 企業債償還金 １８４，６３１ 千円 

第３項 予備費 ４，３００ 千円 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

水道施設等 
 

更新整備 

千円 
 
 

115,000 

 
 
 
証書借入 

5.0％以内 
（ただし、利率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共団体金融機構
資金について、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し後の利率） 

借入先の融資条件による。ただし
企業財政その他の都合により繰
上償還又は低利に借り換えるこ
とができる。 
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（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）各項に計上した経費に係る予定額に過不足を生じた場合における、同一款内でのこれらの経費の各項間の流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することの出来ない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、またはそれ以外の経費をその 

経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 

（１）職員給与費 ３９，４０１千円 

 

（他会計からの補助金）     

第９条 水道事業に助成するため山都町一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１０８，０２９千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、２，０００千円と定める。 

 

 

令和 ７ 年 ３ 月 ６ 日 提  出 

 

      山都町長 坂本 靖也 

 

令和 ７ 年 ３ 月   日 議  決 
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 水道事業収益 394,540

　１ 営業収益 203,124

　１ 給水収益 201,797

　２ 受託工事収益 1

　３ その他営業収益 1,326

　２ 営業外収益 191,414

　１ 受取利息及び配当金 80

　２ 雑収益 140

　３ 消費税及び
　　 地方消費税還付金

1

　４ 長期前受金戻入 83,164

　５ 他会計補助金 108,029

　３ 特別利益 2

　１ 過年度損益修正益 1

　２ その他特別利益 1

394,540収　益　的　収　入　合　計

収            入

収　益　的　収　入　及　び　支　出

令和  7 年度 水道事業会計 予算実施計画書
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 水道事業費用 386,605

　１ 営業費用 360,504

　１ 原水及び浄水費 57,134

　２ 配水及び給水費 47,696

　３ 受託工事費 3

　４ 総係費 61,043

　５ 減価償却費 191,275

　６ 資産減耗費 3,202

　７ その他営業費用 151

　２ 営業外費用 21,900

　　 支払利息及び企業債
　　 取扱諸費

16,898

　２ 雑支出 2

　３ 消費税及び地方消費税 5,000

　３ 特別損失 101

　１ 過年度損益修正損 101

　４ 予備費 4,100

　１　予備費 4,100

386,605

支            出

収　益　的　支　出　合　計

１
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 資本的収入 286,102

　１ 企業債 115,000

　１ 企業債 115,000

　２ 出資金 　 95,595

　１　出資金 95,595

　３　負担金 6,791

　１ 負担金 6,791

　４　国庫（県）補助金 　 68,716

　１　国庫（県）補助金 68,716

286,102

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収            入

資　本　的　収　入　合　計
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

　１ 資本的支出 511,596

　１ 建設改良費 322,665

　１ 原水施設改良費 20,085

　２ 配水施設改良費 298,155

　３ 固定資産購入費 4,425

　２　企業債償還金 184,631

　１　企業債償還金 184,631

　３　予備費 4,300

　１　予備費 4,300

511,596

支            出

資　本　的　支　出　合　計

8



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益又は当年度純損失（△） 20,321

　　減価償却費 191,275

　　資産減耗費 3,001

　　賞与引当金の増減額 314

　　法定福利費引当金の増減額 50

　　貸倒引当金の増減額 △ 27

　　長期前受金戻入額 △ 83,164

　　受取利息及び受取配当金 △ 80

　　支払利息 16,898

　　未収金の増減額 △ 243

　　未払金の増減額 △ 664

　　たな卸資産の増減額 △ 500

　　小計 147,181

　　利息及び配当金の受取額 80

　　利息の支払額 △ 16,898

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 130,363

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 517,938

　　国庫補助金等による収入 105,945

　　負担金による収入 10,032

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 401,961

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 165,100

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 184,631

　　一般会計からの出資による収入 95,595

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 76,064

　　資金増加額 △ 195,534

　　資金期首残高 365,622

　　資金期末残高 170,088

令和 7 年度 水道事業会計 予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（令和 7年 4月 1日 から 令和 8年 3月31日 まで）
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１　総括
（単位：千円）

（単位：千円）

備考 １　期末勤勉手当及び法定福利費には賞与等引当金繰入額を含む。

２　職員数の（ ）は、会計年度任用職員（パートタイム職員）の人数

比　較 0 226 △ 66 836 024

888

手　当

の内訳

区分

本年度 738 926 474 8,884 0

前年度 738 700 540 8,048 0

比　　　較 0 0 (0) 0 1,371 1,020 2,391 △ 1,503

38,513

本　年　度 0 4 (2) 0 20,140 12,403 32,543 6,858

給 与 費 明 細 書

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

法定福利費 合　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

39,401

前　年　度 0 4 (2) 0 18,769 11,383 30,152 8,361

扶養手当 通勤手当 住居手当
期末勤勉
手　当

管理職
手　当

1,381

1,357

時間外勤務
手　当
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ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

（単位：千円）

イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

（単位：千円）

1,658

比　較 0 0 0 61

手　当

の内訳

区　分

前年度 0 66 0 1,597

本年度 0 66 0 50

0

比　　　較 0 (0) 0 496 61 557

50

124

扶養手当 住居手当
期末勤勉 時間外勤務
手　当 手　当

通勤手当

5,907 1,011 6,918

前　年　度 0 (2) 0 3,637 1,713 5,350

本　年　度 0 (2) 0 4,133 1,774

887 6,237

540 6,451

1,331

1,307

24

区　　　分
職 員 数(人) 給　与　費

法定福利費
一般職 報　酬 給　料 手　当 計

比　　　較 0 0 0 875

手　当

の内訳

区　分

本年度 738 860 474 7,226

扶養手当 住居手当
期末勤勉
手　当

比　較 0 226 △ 66 775

前年度 738 634

前　年　度 0 4 0 15,132 9,670 24,802

本　年　度 0 4 0 16,007 10,629

区　　　分
職　員　数（人） 給　与　費

法定福利費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

通勤手当

959

26,636

管理職
手　当

1,834

時間外勤務
手　当

合　計

△ 1,627 207

5,847 32,483

7,474 32,276

0

0

0

合　計

681
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２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

平均昇給率

他会計との異動ほか 職員の異動状況

　現に在職する職員数

　

３　給料及び手当の状況
　（１）　職員1人当たり給与

R6人勧に伴う引き上げ分

428

4人

4人

24

令和6年4月1日現在
318,050
357,875
40.50

（円）
（円）
（歳）

平 均 給 料 月 額
平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

区　　　　　分　　 事務・技術職

令和7年4月1日現在
332,600
375,750
41.50（歳）

（円）
（円）

平 均 年 齢
平 均 給 与 月 額
平 均 給 料 月 額

　 昇給期別 職員数

△ 66

　期末勤勉手当 497

　時間外手当

本年度 前年度

R6人勧に伴う引き上げ分

278

その他の増減分 681 　扶養手当 0

　通勤手当 226

　住居手当

昇給に伴う増加分

1月

手　当

959 制度改正に伴う増減分 278

給　料

875 給与改定に伴う増減分 428

487

その他の増減分 △ 40

4人

3.22%

区　分 増　減　額 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　考
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　（２）　初任給

　（３）　級別職員数 （単位：人、％）

　（級別の基準となる職務）
４　級 ５　級 ６　級

事務・技術職
主　事
技　師

主　事
技　師

主　査
課長補佐

係長、主幹
課　長
審議員

総務課長等

区　分 １　級 ２　級 ３　級

令和6年4月1日現在

級 職員数(人) 構成比(％)

１級 1 25.0

２級 0 0.0

計 4 100.0

５級 0 0.0

６級 0 0.0

４級 2 50.0

４級 3 75.0

５級 0 0.0

３級 1 25.0

1 25.0

２級 0 0.0

３級 0 0.0

大　学　卒

区　　　分 事務・技術職

令和7年4月1日現在

級 職員数(人) 構成比(％)

１級

６級 0 0.0

計 4 100.0

220,000 220,000

区　　　分 事務・技術職（円）
一般会計の制度

　一般行政職（円）

高　校　卒 188,800 188,800
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　（４）　昇給 （単位：人、％）

　（５）　期末手当、勤勉手当 （単位：月分）

　（６）　定年退職及び応募認定退職に係る職員手当 （単位：月分）

　（７）　その他の手当

100

通 勤 手 当
住 居 手 当

事務・技術職

100
-
-
4
-
4
4（Ａ）

昇級に係る職員数
職 員 数

号 給 数 別 内 訳

職 員 数 （Ａ）

比 率

-
4
-
-

比 率 （B)／（A）

前

年

度
（B)／（A）

（Ｂ）

昇級に係る職員数 （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

8号給

2号給
4号給
6号給

8号給

2号給
4号給
6号給

同　一

47.709 47.709

前　年　度 2.250 2.250 4.50 有

同　一
同　一

管理職手当

一般会計の制度 2.300 2.300 4.60 有

支給率等 24.586875 33.27075
定年前早期退職

特例措置2～45%加算

区　　　分

区　　　分

本

年

度

4
4

一般会計の制度と異同 差異の内容
同　一扶 養 手 当

一般会計の制度
（支給率等）

同上 同上 同上 同上

区　　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の加算措置等

同上

備　考

備　考
６月(月分) １２月(月分)

本　年　度 2.300 2.300 4.60 有

区　　　分
支給期別支給率

支給率計
制度上の段階、職務
の級等による加算措
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1  固定資産 円 円 円 円

（１）

イ 土地 55,751,565

ロ 建物 263,189,455

建物減価償却累計額 △ 62,185,290 201,004,165

ハ 構築物 5,912,245,762

構築物減価償却累計額 △ 1,554,050,306 4,358,195,456

ニ 機械及び装置 498,166,327

機械及び装置減価償却累計額 △ 297,495,374 200,670,953

ホ 車両運搬具 20,251,800

車両運搬具減価償却累計額 △ 14,646,400 5,605,400

ヘ 工具器具及び備品 46,096,970

工具器具及び備品減価償却累計額 △ 36,018,188 10,078,782

ト 建設仮勘定 75,029,000

 有形固定資産合計 4,906,335,321

（２）

イ 電話加入権 30,453

ロ 施設利用権 152,800

 無形固定資産合計 183,253

 固定資産合計 4,906,518,574

2  流動資産

（１）  現金預金 170,088,335

（２）  未収金 2,839,691

   貸倒引当金 △ 2,220 2,837,471

（３）  貯蔵品 8,247,253

 流動資産合計 181,173,059

 資　産　合　計 5,087,691,633

令和 ７ 年度 水道事業会計当年度予定貸借対照表

（令和8年3月31日）

資　産　の　部

 有形固定資産

　無形固定資産
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3  固定負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,453,828,628

 企業債合計 1,453,828,628

 固定負債合計 1,453,828,628

4  流動負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 186,402,742

 企業債合計 186,402,742

（２）  未払金 4,000,000

（３）  預り金 49,355

（４）  引当金

イ 賞与引当金 2,883,000

ロ 法定福利費引当金 559,000

 引当金合計 3,442,000

 流動負債合計 193,894,097

5  繰延収益

 長期前受金 2,564,904,327

 収益化累計額 △ 595,040,223

 繰延収益合計 1,969,864,104

 負　債　合　計 3,617,586,829

6  資本金 868,725,460

7  剰余金

（１）  資本剰余金

イ 受贈財産評価額 19,683,218

ロ 負担金 230,966,936

ハ 国庫補助金 1,208,360

 資本剰余金合計 251,858,514

（２）  利 益 剰 余 金

イ 建設改良積立金 273,200,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 76,320,830

 利益剰余金合計 349,520,830

 剰 余 金 合 計 601,379,344

 資　本　合　計 1,470,104,804

 負債資本合計 5,087,691,633

資　本　の　部

負　債　の　部
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注 記 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

・減価償却の方法 定額法（取替資産については取替法） 

・主な耐用年数 

建 物       １５年 ～ ６５年 

構築物        ２年 ～ ６０年 

機械及び装置     ５年 ～ ２０年 

車両運搬具      ４年 ～  ５年 

工具器具及び備品   ２年 ～ １５年 

（３）引当金の計上基準 

①退職給付引当金 

山都町では、退職手当組合に加盟しており、水道事業会計では一般負担金の支出を行い、特別負担金の支出は一般会計で支出するため、退職給付引当金は計上してい 

ない。 

②賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末における支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額（１２月 

から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

③貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（1 年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 940,078 千円である。 

 

３ その他の注記 

（１）引当金の取り崩し 

賞与引当金及び法定福利費引当金 

当該事業年度において、期末及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 2,569 千円及び法定福利費引当金 509 千円を取り崩す予定である。 
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円 円 円

１　　営業収益

（１）　給水収益 206,998,128

（２）　その他営業収益 1,324,000 208,322,128

２　　営業費用

（１）　原水及び浄水費 52,718,570

（２）　配水及び給水費 59,494,934

（３）　総係費 46,395,578

（４）　減価償却費 182,144,634

（５）　資産減耗費 1,523,094

（６）　その他営業費用 50,000 342,326,810

　　　　営業損失 134,004,682

３　　営業外収益

（１）　受取利息及び配当金 80,904

（２）　雑収益 143,320

（３）　長期前受金戻入 78,442,923

（４）　他会計補助金 85,190,000 163,857,147

４　　営業外費用

（１）　支払利息及び企業債取扱諸費 16,852,552 16,852,552 147,004,595

　　　　経常利益 12,999,913

５　　特別利益

（１）　その他特別利益 1,241,456 1,241,456

６　　特別損失

（１）　過年度損益修正損 30,768,207 30,768,207 △ 29,526,751

　　　　当年度純損失 16,526,838

　　　　前年度繰越利益剰余金 72,526,241

　　　　当年度未処分利益剰余金 55,999,403

令和 6 年度 水道事業会計　予定損益計算書
（令和 6年 4月 1日 から 令和 7年 3月31日 まで）
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1  固定資産 円 円 円 円

（１）

イ 土地 54,951,565

ロ 建物 104,931,857

建物減価償却累計額 △ 55,630,044 49,301,813

ハ 構築物 5,538,189,352

構築物減価償却累計額 △ 1,396,542,388 4,141,646,964

ニ 機械及び装置 483,083,327

機械及び装置減価償却累計額 △ 274,177,475 208,905,852

ホ 車両運搬具 20,251,800

車両運搬具減価償却累計額 △ 11,780,300 8,471,500

ヘ 工具器具及び備品 42,772,935

工具器具及び備品減価償却累計額 △ 34,991,320 7,781,615

ト 建設仮勘定 111,613,008

 有形固定資産合計 4,582,672,317

（２）

イ 電話加入権 30,453

ロ 施設利用権 152,800

 無形固定資産合計 183,253

 固定資産合計 4,582,855,570

2  流動資産

（１）  現金預金 365,622,232

（２）  未収金 2,596,568

   貸倒引当金 △ 29,097 2,567,471

（３）  貯蔵品 7,747,253

 流動資産合計 375,936,956

 資　産　合　計 4,958,792,526

令和 ６ 年度 水道事業会計前年度予定貸借対照表

（令和7年3月31日）

資　産　の　部

 有形固定資産

　無形固定資産
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3  固定負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,475,131,370

 企業債合計 1,475,131,370

 固定負債合計 1,475,131,370

4  流動負債

（１）  企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 184,629,613

 企業債合計 184,629,613

（２）  未払金 4,663,976

（３）  預り金 49,355

（４）  引当金

イ 賞与引当金 2,569,000

ロ 法定福利費引当金 509,000

 引当金合計 3,078,000

 流動負債合計 192,420,944

5  繰延収益

 長期前受金 2,448,927,227

 収益化累計額 △ 511,875,392

 繰延収益合計 1,937,051,835

 負　債　合　計 3,604,604,149

6  資本金 773,130,460

7  剰余金

（１）  資本剰余金

イ 受贈財産評価額 19,683,218

ロ 負担金 230,966,936

ハ 国庫補助金 1,208,360

 資本剰余金合計 251,858,514

（２）  利 益 剰 余 金

イ 建設改良積立金 273,200,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 55,999,403

 利益剰余金合計 329,199,403

 剰 余 金 合 計 581,057,917

 資　本　合　計 1,354,188,377

 負債資本合計 4,958,792,526

負　債　の　部

資　本　の　部
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注 記 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定。） 

（２）固定資産の減価償却の方法 

・減価償却の方法 定額法（取替資産については取替法） 

・主な耐用年数 

建 物       １５年 ～ ６５年 

構築物        ２年 ～ ６０年 

機械及び装置     ５年 ～ ２０年 

車両運搬具      ４年 ～  ５年 

工具器具及び備品   ２年 ～ １５年 

（３）引当金の計上基準 

①退職給付引当金 

山都町では、退職手当組合に加盟しており、水道事業会計では一般負担金の支出を行い、特別負担金の支出は一般会計で支出するため、退職給付引当金は計上してい 

ない。 

②賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末における支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額（１２月 

から３月までの４ヶ月分）を計上している。 

③貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

①消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（1 年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 952,093 千円である。 

 

３ その他の注記 

（１）引当金の取り崩し 

賞与引当金及び法定福利費引当金 

当該事業年度において、期末及び勤勉手当を支給するため、賞与引当金 2,224 千円及び法定福利費引当金 433 千円を取り崩した。 

（２）簡易水道事業の会計統合に伴う会計処理 

簡易水道事業が令和 6 年 4月 1 日に会計統合されることに伴い、山都町水道事業会計に引き継ぎ、会計処理を行っている。 

（３）固定資産台帳の見直しに伴う会計処理 

固定資産台帳の見直しに伴い、特別損失が 30,691 千円が発生した。 
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( 単位:千円 ）（ 収   入 ）
収  益  的  収  入  及  び  支  出

令和  7 年度 水道事業会計予算説明書

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

水道事業収益
394,540 386,610 7,930

1

営業収益
203,124 205,484 △2,360

1

給水収益
201,797 203,863 △2,066

1

201,797 201,797水道料金 水道料金1

受託工事収益
1 1 0

2

1 1受託工事収益 受託工事1

その他営業収益
1,326 1,620 △294

3

50 50材料売却収益 材料売却1

286 246手数料 督促手数料2

40設計審査手数料

990 990雑収益 水道加入金3

営業外収益
191,414 181,122 10,292

2
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

受取利息及び配
当金 80 34 46

1

80 80預金利息 預金利息1

雑収益
140 230 △90

2

140 140その他雑収益 その他雑収益1

消費税及び地方
消費税還付金 1 2 △1

3

1 1消費税及び地方
消費税還付金

消費税及び地方消費税還付金1

長期前受金戻入
83,164 78,442 4,722

4

83,164 83,164長期前受金戻入 長期前受金戻入1

国庫（県）補助
金 0 1 △1

5

0国庫（県）補助
金

1

他会計補助金
108,029 102,413 5,616

6

108,029 108,029一般会計補助金 繰入金（職員給与・償還金支
払利息等）

1

23



( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

特別利益
2 4 △2

3

固定資産売却益
0 1 △1

1

0固定資産売却益1

過年度損益修正
益 1 1 0

2

1 1過年度損益修正
益

過年度損益修正益1

その他特別利益
1 2 △1

3

1 1その他特別利益 その他特別利益1

394,540 386,610 7,930収 益 的 収 入 合 計
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( 単位:千円 ）（ 支   出 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

水道事業費用
386,605 377,206 9,399

1

営業費用
360,504 350,992 9,512

1

原水及び浄水費
57,134 54,696 2,438

1

300 300手当等 手当等1

0旅費3

70 70備消耗品費 備消耗品費4

46 46燃料費 燃料費5

0通信運搬費6

10,420 6,276委託料 水質検査委託料（原水）7

854電気保安協会管理委託料

1,783塩素滅菌機維持管理委託料

1,474水道施設避雷設備等点検管理
委託料
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

33浄化槽管理委託料

4 4手数料 浄化槽法定検査手数料8

1,191 874賃借料 ＮＴＴ基本回線専用料9

217土地借上料

100その他借上料

5,518 5,518修繕費 機械器具・施設修理代10

1 1路面復旧費 路面復旧費11

37,755 37,755動力費 電気代12

1,519 1,519薬品費 薬品費13

300 300材料費 材料費14

10 10雑費 雑費16

配水及び給水費
47,696 61,316 △13,620

2
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

600 600手当等 手当等1

130 130旅費 旅費3

658 658備消耗品費 備消耗品費4

16 16燃料費 燃料費5

931 931通信運搬費 通信運搬費6

30,242 8,423委託料 量水器検針委託料7

4,347量水器取替委託料

1,611配水池清掃業務委託料

1,425施設清掃（草刈等）委託料

621残留塩素水質検査委託料

6,550水道管路情報システムデータ
等更新委託料

1,000漏水調査委託料
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

6,265水質検査委託料（浄水）

1 1手数料 手数料8

322 16賃借料 土地借上料9

306その他借上料

14,084 14,084修繕費 修繕費10

1 1路面復旧費 路面復旧費11

700 700材料費 施設等修理材料代12

10 10雑費 雑費13

1 1工事費 給水工事　14

受託工事費
3 9 △6

3

0手当等1

0備消耗品費3
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

0燃料費4

0賃借料5

1 1修繕費 施設及び機械器具修理代6

0路面復旧費7

1 1材料費 工事用材料代8

0雑費9

1 1工事費 工事請負費10

総係費
61,043 48,304 12,739

4

20,140 16,007給料 職員4名1

4,133会計年度任用職員2名

8,620 6,515手当等 職員2

860職員（通勤手当）
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

1,179会計年度任用職員

66会計年度任用職員（通勤手当
）

2,883 2,354賞与引当金繰入
額

職員3

529会計年度任用職員

308 308報酬 水道事業運営審議会5

6,299 5,369法定福利費 職員6

930会計年度任用職員

559 478法定福利費引当
金繰入額

職員7

81会計年度任用職員

500 390旅費 旅費8

110水道事業運営審議会

1 1報償費 報償費9
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

1,055 1,055備消耗品費 消耗品10

647 647燃料費 燃料費11

354 354印刷製本費 印刷製本費12

1,285 1,285通信運搬費 通信運搬費13

100 100被服費 作業服代14

12,736 1,716委託料 公営企業会計に関する指導・
助言業務委託

15

10,921水道ビジョン及び経営戦略改
定業務委託

99その他委託料

360 360賃借料 賃借料16

700 700修繕費 修繕費17

1,832 1,112手数料 口座振替・窓口収納手数料18

310公金振込手数料
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

217送金手数料

193その他手数料

558 558負担金 負担金19

63 63公課費 重量税20

2,003 1,697保険料 日本水道協会保険21

55建物災害共済

251自動車共済・自賠責保険

30 30貸倒引当金繰入
額

貸倒引当金繰入額22

10 10雑費 雑費23

減価償却費
191,275 183,729 7,546

5

191,275 191,275有形固定資産減
価償却費

有形固定資産減価償却費1

資産減耗費
3,202 2,787 415

6

32



( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

3,001 3,001固定資産除却費 固定資産除却費1

201 201たな卸資産減耗
費

たな卸資産減耗費2

その他営業費用
151 151 0

7

150 150材料売却原価 材料売却原価1

1 1雑支出 雑支出2

営業外費用
21,900 22,053 △153

2

支払利息及び企
業債取扱諸費 16,898 17,051 △153

1

16,898 16,898企業債利息 企業債償還金利息1

雑支出
2 2 0

2

2 2その他雑支出 その他雑支出1

消費税及び地方
消費税 5,000 5,000 0

3

5,000 5,000消費税及び地方
消費税

消費税1
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

特別損失
101 61 40

3

過年度損益修正
損 101 61 40

1

101 101過年度損益修正
損

過年度損益修正損1

予備費
4,100 4,100 0

4

予備費
4,100 4,100 0

1

4,100 4,100予備費 予備費1

386,605 377,206 9,399収 益 的 支 出 合 計
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( 単位:千円 ）（ 収   入 ）
資  本  的  収  入  及  び  支  出

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

資本的収入
286,102 362,737 △76,635

1

企業債
115,000 137,500 △22,500

1

企業債
115,000 137,500 △22,500

1

115,000 115,000企業債 企業債1

出資金
95,595 126,378 △30,783

2

出資金
95,595 126,378 △30,783

1

95,595 95,595出資金 出資金1

負担金
6,791 17,392 △10,601

3

負担金
6,791 17,392 △10,601

1

6,790 6,790工事負担金 工事負担金1

1 1その他負担金 その他負担金2

国庫（県）補助
金 68,716 81,466 △12,750

4
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

国庫（県）補助
金 68,716 81,466 △12,750

1

68,716 68,716国庫（県）補助
金

補助金1

固定資産売却代
金 0 1 △1

5

固定資産売却代
金 0 1 △1

1

0固定資産売却代
金

1

286,102 362,737 △76,635資 本 的 収 入 合 計
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( 単位:千円 ）（ 支   出 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

資本的支出
511,596 478,515 33,081

1

建設改良費
322,665 284,542 38,123

1

原水施設改良費
20,085 4,536 15,549

1

0備消耗品費1

1 1委託料 委託料2

20,084 20,084工事請負費 水源地ポンプ取替工事等3

配水施設改良費
298,155 276,235 21,920

2

0旅費2

0備消耗品費3

0燃料費4

0通信運搬費5

5,500 5,500委託料 設計委託料6
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

1,000 1,000賃借料 賃借料7

1,000 1,000材料費 材料費8

1 1補償費 補償費9

290,654 290,654工事請負費 工事請負費10

固定資産購入費
4,425 3,771 654

3

3,661 3,625固定資産購入費 固定資産購入費1

36土地購入費

700 700手数料 手数料2

64 64補償費 補償費3

企業債償還金
184,631 189,873 △5,242

2

企業債償還金
184,631 189,873 △5,242

1

184,631 184,631企業債償還金 企業債償還金元金1
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( 単位:千円 ）

款・項 目 本 年 度 前 年 度 比    較 節 金額 説　　　　　　　明

予備費
4,300 4,100 200

3

予備費
4,300 4,100 200

1

4,300 4,300予備費 予備費1

511,596 478,515 33,081資 本 的 支 出 合 計
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